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●1 はじめに

パーソントリップ調査（以下、PT調査とする）は、

交通の主体である「人の動き」について、「どのような

人が」「いつ」「何の目的で」「どこからどこへ」「どのよ

うな交通手段で」動いたか等について、アンケート形式

により交通実態を把握し、将来の交通計画の策定を行

うものである。

一方で、全国都市交通特性調査（以下、全国PT調

査）は、全国のあらゆる規模の都市の平日・休日の交

通特性や市民の意識を統一的に把握し、都市の交通政

策を検討する上での基礎的な情報を把握するために国

土交通省が概ね5年に1度実施するもので、これまで

に 昭 和62（1987）年、 平 成4（1992）年、 平 成11

（1999）年、 平 成17（2005）年、 平 成22（2010）

年、平成27（2015）年の計6回実施されている1）。

最新の調査結果である平成27年度調査の結果では、

外出率及びトリップ原単位ともに昭和62年の調査開始

以来過去最低の値となった。特に、20代のトリップ原

単位が70代のトリップ原単位を下回るなど若年層が移

動しない実態が明らかになった2）。

本稿では、最新の平成27年度調査を含めたこれまで

の調査結果の集計値から、我が国における基礎的な都

市交通の特性の変化を整理するとともに、トリップ原

単位の減少をはじめとする変化の要因を整理する。

なお、本稿は国土交通省都市局都市計画課都市計画

調査室より平成28年度に受託した「全国の都市交通の

経年変化分析及びデータの利活用に向けた検討業務」の

成果等3）をもとにとりまとめている。

●2 全国都市交通特性調査（全国PT調査）
について

平成27年に実施した調査の概要を表－1に、平成

22年度以前に実施した調査の調査方法・対象都市数

を表－2に、平成27年調査で対象とした70都市の一

覧、ならびに都市類型を表－3に示す。平成17年以降

の調査では、全国の都市を10の都市類型に区分して調

査対象都市を選定しており、平成22年調査以降、合計

で70都市を対象としている。

全国PT調査では、対象都市を概ね市街化区域内外に

分けて合計30地区を選び、地区内より無作為に調査対

象世帯を抽出している。調査対象世帯に対して、世帯

属性とともに、5歳以上の世帯員の平日、休日の各1日

の1日の移動について回答を依頼した。

調査方法については、平成17年までの調査は家庭訪

問調査を採用していたが、平成22年調査から郵送調査

とし、平成27年調査では、郵送とWEB回収を併用し

た方式を採用している。

表－1　平成27年全国PT調査（都市調査）の概要

出典：参考文献2）をもとに作成

表－2　過去の全国PT調査の調査方法・対象都市数

出典：参考文献2）をもとに作成
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●3 都市における交通特性の経年比較

（1）外出率・トリップ原単位の経年変化

調査日に外出した人の割合を示す「外出率」、ならび

に「トリップ原単位」の経年変化をみると、外出率は平

日で80.9%、休日で59.9%、トリップ原単位は平日

で2.17、休日で1.68となり、昭和62年の調査開始

以来、過去最低の値となった。

（2）調査データの確認・検証について

図－1、図－2に示すように、平成17年（2005年）調

査まで一貫して減少していた外出率、トリップ原単位が

平成22年（2010年）に増加し、平成27年（2015年）

には減少に転じ、過去最低を記録する結果となった。こ

のことについて、想定される要因の確認・検証を行った。

a）回収方法（郵送・WEB）による影響

前述の通り、平成22年（2010年）調査は郵送によ

り実施したが、平成27年（2015年）調査は、郵送と

WEB回収を併用して実施した。この影響を把握する

ため、平成27年（2015年）調査データにおいて、平

日、休日それぞれで、郵送回収、WEB回収別に外出率

を整理した。結果を図－3に示す。

図－3より、平日、休日ともに郵送回収よりWEB回

収の外出率が若干小さいという結果が得られたが、郵

送回収の2010年から2015年の変化の傾向を上回る

ような傾向を示すものではなく、回答方法による影響

は見られなかった。

b）回収サンプルの偏りによる影響

調査で回収したサンプルが何らかの要因により偏っ

ているか否か確認するため、母集団である全国の人口

構成比との比較・検証を行った。

外出率やトリップ原単位に影響を与えると考えられ

る「免許保有率」と「就業率」について、統計値と全国

PTの拡大後の数値を比較したところ、大きな偏りは見

られなかった（図－4・5）。

c） 平成22年高速道路無料化の影響

平成22年（2010年）に一時的に外出率・トリップ

原単位が増加した要因として、平成22年に実施された

「高速無料化社会実験4）」や、その前後で実施された高

速道路料金の休日割引施策等に伴う一時的な外出機会

の増加が考えられる。

表－3　平成27年度調査対象都市と都市類型

出典：参考文献2）をもとに作成

出典：参考文献3）をもとに作成

図－1　外出率の経年変化

出典：参考文献3）をもとに作成

図－2　トリップ原単位の経年変化
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一日当たり・道路延長当たりの高速自動車国道交通量

を確認したところ、平成22年（2010年）における一

日当たり・延長当たり高速道路交通量は図－6に示すよ

うに、2005・2010年より推定されるトレンドと比べ

て1割程度増加しており、休日割引・高速無料化社会実

験の影響が一定程度存在することが示唆される。

一方、全国PT調査では2010年調査以降、自動車ト

リップの「高速利用有無」を尋ねていることから、自動

車トリップの原単位を高速利用有無で切り分けて算定

した。その結果、2005年〜2010年での休日の自動

車原単位の増加分0.08トリップ/日（1.17→1.25）

のうち、高速道路利用による増加は2割弱にあたる

0.014トリップ/日（0.067→0.081）であり（図－

7）、自動車原単位の増加の全てを高速道路利用による

ものとみなすことは難しいことが示された。

以上、調査データの確認・検証を行ったが、高速無料

化社会実験の影響はわずかにあるものの、その要因だ

けで、全てが説明はできない結果となった。高速道路

を利用しない外出の増加、人口構成の変化（高齢者層の

出典：参考文献3）をもとに作成

図－6　一日あたり・道路延長あたり�
高速自動車国道交通量の推移

出典：参考文献3）をもとに作成

図－7　高速道路利用有無別自動車トリップ原単位
※ 2005年調査では高速道路利用有無を尋ねていないため、2015

年と同程度の高速利用率とみなした。また、同乗や無回答の自
動車トリップの高速利用率は各年・平休別に同一とみなした。

出典：参考文献3）をもとに作成

図－3　回収方法（郵送・WEB）による外出率の比較

出典：参考文献3）をもとに作成

図－4　免許保有率の比較�
（運転免許統計・国勢調査／全国PT）

※ 免許保有率は免許保有者数（運転免許統計）÷人口（国勢調査）
より算出した

※ 運転免許統計の免許保有者数は、「大型2種」・「中型2種」・「普
通2種」・「大型」・「中型」・「普通」それぞれの保有人口を合算
した

出典：参考文献3）をもとに作成

図－5　就業・非就業割合の比較（国勢調査／全国PT）
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増加）、その他の要因も考えられ、それらの複合的な要

因により平成22年調査でトリップ原単位が増加したも

のと考えられる。

一方、結果を経年的に比較すると、外出率や原単位

の減少傾向は長期的なトレンドとして存在しているこ

とから、2010年調査の結果は長期的なトレンドに比

べて一時的に大きかったと考えられる。

●4 全国PT集計値からみる都市交通特性

（1）男女別・年齢区分別のトリップ原単位

男女別・年齢区分別（10歳刻み）にトリップ原単位の

経年変化を比較すると、20歳代のトリップ原単位が大

きく減少していることが特徴的である。特に、図－8・

9に示すように、平日では男性・女性ともに70代男性

を下回った。また、休日では、20歳代男性の減少が大

きく、70歳代女性を下回る結果となった。

（2）目的別トリップ原単位

トリップ原単位が経年的に減少している要因とし

て、まず、平日・休日別の目的別トリップ原単位の経

年変化に着目する。1987年と2015年のトリップ原

単位を比較すると、平日では「業務目的」が0.33から

0.14、「私事目的」が0.63から0.59と減少している

一方、「通勤目的」は0.35から0.34とあまり変化は

ない（図－10）。また、休日では「私事目的」が1.03

から0.84と減少が大きい（図－11）。

特徴的な変化があった20歳代と70歳代について、

1992、2015年の目的別トリップ原単位を比較する

と、20歳代では私事目的が平日で0.60から0.34、

休日で1.16から0.64と大きく減少している（図－

12・13）。一方、70歳代では平日で0.74から1.02、

休日で0.62から0.84と増加している（図－12・13）。

以上より、20歳代の「私事目的」のトリップ原単位

の減少が、全体のトリップ原単位の減少に影響を与え

ていると考えられる。

（3）20歳代の就業状態別トリップ原単位

ここでは、トリップ原単位の減少が著しい20歳代に

着目して、その要因を考察する。

年代別就業者割合の経年変化をみると、特に20歳代

における就業者割合が、1995年の72.2%から2015

出典：参考文献3）をもとに作成

図－10　目的別トリップ原単位の経年変化（平日）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－11　目的別トリップ原単位の経年変化（休日）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－8　20歳代・70歳代のトリップ原単位の経年変化�
（平日）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－9　20歳代・70歳代のトリップ原単位の経年変化�
（休日）
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年の63.8%と大きく減少している（図－14）。

また、20歳代の雇用形態の変化について、就業構造

基本調査に基づき整理すると、図－15に示すように、

有業者に占める正規雇用者の割合が1992年の80.0%

から2012年の62.9%と大きく減少する一方、正規

外雇用者の割合は増加しており、2012年には34.7%

まで達している。

こうした社会的動向をふまえて、20歳代の男女別・

就業状態別のトリップ原単位に着目すると、男性・女性

ともに、非就業者は就業者に比べてトリップ原単位が

小さい。また、経年的な減少の幅も大きく、2015年

には、平日では男性が1.49、女性が1.81まで減少し

た。休日では、特に男性の非就業者のトリップ原単位

が大きく減少しており、2015年には0.90まで減少し

た（図－16・17）。

出典：参考文献3）をもとに作成

図－12　20歳代・70歳代の目的別トリップ原単位の�
経年変化（平日）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－13　20歳代・70歳代の目的別トリップ原単位の�
経年変化（休日）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－14　年代別就業者割合の比較（国勢調査）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－15　20歳代の雇用形態の経年変化（就業構造基本調査）
※正規:「正規の職員・従業者」が「有業者」に占める割合
※ 正規以外:「雇用者」から「正規の職員・従業者」を除いた値が
「有業者」に占める割合

※ その他:上記の正規・正規以外を除いた値が「有業者」全体に占
める割合

出典：参考文献3）をもとに作成

図－16　20歳代の就業別トリップ原単位の経年変化（平日）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－17　20歳代の就業別トリップ原単位の経年変化（休日）
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さらに、雇用状態が確認できる2015年調査結果を

用いて雇用形態別のトリップ原単位をみると、平日・休

日ともに、正規雇用、非正規雇用、非就業者の順でト

リップ原単位が小さい（図－18）。

以上より、20歳代では、就業者に比べて非就業者や

非正規雇用者の原単位が小さく、非就業者や非正規雇

用者の人口割合の増加が20歳代全体のトリップ原単位

の減少に影響を与えていると考えられる。

（4）代表交通手段分担率の変化

平日の都市圏（三大都市圏・地方都市圏）別代表交

通手段別分担率の経年変化をみると、三大都市圏では

自動車分担率が減少し、公共交通分担率が増加傾向に

ある。一方、地方都市圏では、依然として、自動車分

担率が増加傾向にある（図－19・20）。20歳代では

2005年以降自動車分担率が減少し、公共交通分担率

が増加傾向にある（図－21・22）。一方、65歳以上

の高齢者層では一貫して自動車分担率が増加傾向にあ

り、特に地方都市圏では、自動車分担率が6割を超え

ている。（図－23・24）。

自動車トリップ原単位に着目すると、70歳代以上

で経年的に増加傾向にあり、特に地方都市圏では、70

歳代以上のトリップ原単位の増加は、自動車トリップ

原単位の増加分が大部分を占めている。また、三大都

市圏・地方都市圏ともに、2015年調査では70歳代の

自動車トリップ原単位が20歳代を上回っている（図－

25・26）。出典：参考文献3）をもとに作成

図－18　20歳代の雇用形態別トリップ原単位（2015年）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－19　代表交通手段別分担率（三大都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－20　代表交通手段別分担率（地方都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－21　代表交通手段別分担率（20歳代・三大都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－22　代表交通手段別分担率（20歳代・地方都市圏）
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（5）高齢者の自動車利用トリップ

自動車原単位の増加が著しい高齢者に着目して、そ

の要因について検証した。

全国PT調査より5歳区分別に免許保有率を整理する

と、65歳以上の全ての年齢階層で年々上昇しており、

2015年 に は75〜79歳 が40.9%、80〜84歳 が

28.1%まで上昇している（図－27）。

ここで、後期高齢者（75歳以上）における免許有無

別のトリップ原単位に着目すると、三大都市圏・地方

都市圏ともに、免許保有の有無でトリップ原単位が大

きく異なる。また、免許非保有者（免許有無の不明含

む）についても、自動車トリップ原単位は増加傾向にあ

り、免許を持っていない場合でも、送迎を利用する等

自動車による移動に頼っている状況が想定される（図－

28・29）。また、地方都市圏では、免許保有者の自動

車トリップ原単位が経年的に増加傾向にあり、トリッ

プ原単位全体の増加は、自動車トリップ原単位の増加

分が大部分を占めている。

以上のように、20歳代における自動車分担率が減少

している一方、特に地方都市圏では、高齢者の移動手

段として自動車が利用されており、そのことが全体の

分担率に影響を与えていると考えられる。

出典：参考文献3）をもとに作成

図－27　高齢者の免許保有率の経年変化

出典：参考文献3）をもとに作成

図－23　代表交通手段別分担率（65歳〜・三大都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－24　代表交通手段別分担率（65歳〜・地方都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－25　年齢区分別トリップ原単位の経年変化（三大都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－26　年齢区分別トリップ原単位の経年変化（地方都市圏）
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出典：参考文献3）をもとに作成

図－28� 免許有無別トリップ原単位（75歳以上・三大都市圏）

出典：参考文献3）をもとに作成

図－29� 免許有無別トリップ原単位（75歳以上・地方都市圏）

●5 まとめ

本稿では、全国PT調査の結果を用いて、居住地特性

や個人属性という視点からトリップ原単位の経年変化

を整理し、トリップ原単位が減少した要因について分

析を行った。結果を以下にとりまとめる。

■若者の交通特性

トリップ原単位を年代別に比較すると、20歳代が大

きく減少しており、特に私事目的の移動の減少が顕著

である。また、20歳代の就業者割合、ならびに就業

者数に占める正規雇用者の割合が共に減少しているこ

と、またトリップ原単位は正規、非正規、非就業者の

順で大きく、非就業者や非正規雇用者の割合が経年的

に増加していることが、20歳代のトリップ原単位の減

少につながっていると考えられる。

■高齢者の交通特性

代表交通手段分担率の変化を比較すると、都市圏を

問わず高齢者層では自動車分担率が一貫して増加して

いる。また、高齢者のトリップ原単位は経年的に増加

傾向にあり、自動車トリップも増加傾向にある。特に

地方都市圏では自動車トリップ原単位の増加がトリッ

プ原単位の増加の大部分を占める。

また、後期高齢者においても免許保有率は年々上昇

しており、免許保有者の原単位は非保有者より大きい

ことから、特に地方都市圏では免許保有者の自動車ト

リップ原単位が一貫して増加している。

■今後に向けて

以上のように、交通特性の経年変化について年代別

にみると、20歳代でトリップ原単位が減少傾向にあ

り、特に非就業者で減少が顕著であることが確認され

た。若い世代における交通行動の減少は、まちの活力

に影響を与えることが想定されることから、今後更な

る分析を進め、「コンパクトプラスネットワーク」等、

外出の機会を増やすまちのあり方を考えていく必要が

ある。

また、高齢者の自動車利用について着目すると、近

年高齢ドライバーによる事故が増加しており社会問題

となっている。しかし、全国PT調査の分析から、地方

部に居住する高齢者にとって、自動車はますます欠か

せない交通手段となっていることが確認された。地方

部における高齢者の交通手段確保を検討するにあたっ

ては、このような状況をふまえ、地域公共交通を中心

とした地方部のあり方や、高齢者の安全に配慮した自

動車交通のあり方等を議論していく必要がある。
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